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第一章 地域防災計画の目的 

第一節 計画の目的 

この計画は、災害対策基本法第 42条の規定に基づき、市防災会議が作成する計画であり、稚内市

の災害予防等事前対策①、災害応急対策②、災害復旧・復興対策③について、市民、企業や団体と市及

び関係機関が行う事柄をあらかじめ定め、災害発生時に協力して防災活動を行うことにより災害の

拡大防止と被害の軽減を図り、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、次の事項を定

め本市防災の万全を期することを目的とする。 

1 本市の区域を管轄し、又は区域内に所在する指定地方行政機関、北海道、稚内市、指定公共機

関、指定地方公共機関及び公共的団体その他防災上重要な施設の管理者等が処理すべき防災上の

事務又は業務の大綱 

2 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に必要な防災の組織に関すること。 

3 災害の未然防止と被害の軽減を図るための施設の整備、改善等災害予防に関すること。 

4 災害が発生した場合の給水、防疫、食料供給等災害応急対策に関すること。 

5 災害復旧に関すること。 

6 防災訓練に関すること。 

7 防災思想の普及に関すること。 

 

災害予防等事前対策①とは、災害の発生を未然に防止し、被害を最小限にとどめるため、市、防災

関係機関、市民及び事業所・企業等が日頃から行うべき措置を指す。 

災害応急対策②とは、災害の発生後において、市及び防災関係機関が行う対策を指す。 

災害復旧・復興対策③とは、被災した施設の原形復旧に加え、被害の再発防止並びに市民の生活の

安定及び社会経済活動の早期回復を図るため、市及び防災関係機関が講ずべき措置を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    アイコン 

 

 

本書では、各対策を講じる時期が直感的に分かりやすく示すために、上図のとおり、その時期を

示すアイコンを、各対策に示すこととする。 

 

 

日常 災害発生 被災地の 

平常化 

被災地の 

復旧･復興 

応急対策② 

復旧・復興対策③ 

事前対策① 
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第二節 計画の位置づけ 

「稚内市地域防災計画」は、災害対策基本法により、「防災基本計画」（中央防災会議）、「北

海道地域防災計画」（北海道防災会議）及び「防災業務計画」（各防災関係機関）との整合性を図

り、稚内市域における特性や災害環境に合わせた計画とする。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  また、この計画において、次の表の上欄に掲げる用語の意義は、当該各欄に定めるところによ

る。 

 

用 語 内   容 

基 本 法 災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号） 

救 助 法 災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号） 

市 防 災 会 議 稚内市防災会議 

本 部 長 稚内市災害対策本部長 

市 防 災 計 画 稚内市地域防災計画 

防 災 関 係 機 関 
稚内市防災会議条例（昭和 37年稚内市条例第 19号）第 3条に定める委

員の属する機関 

災 害 災害対策基本法第 2条第 1号に定める災害 

 

  

災害対策基本法 

防災基本計画 

北海道地域防災計画 

稚内市地域防災計画 

防災業務計画 

災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成する、国の災

害対策の根幹をなす防災分野の最上位計画で、地域防災計画

の重点事項や作成基準を定めている。 

災害対策全体を体系化し、総合的かつ計画的な防災行政の整

備及び推進を図ることを目的とした法律である。 

防災基本計画に基づき、その所掌事

務または業務について作成する防災

に関する計画をいう。 

中央防災会議（国） 

北海道防災会議（道） 

稚内市防災会議（市） 
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第三節 計画の構成 

本計画は、次の各編で構成している。 

1 総則編 

計画の方針、組織、市の現況 

2 基本対策編 

様々な災害時に共通する予防、応急、復旧対策 

3 地震・津波対策編 

地震による被害想定、津波襲来時の避難場所の指定など 

4 個別災害対策編 

航空災害、鉄道災害、道路災害、危険物等災害、大規模な火事災害、林野火災対策 

5 資料編 

各編に関する各種資料を掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総則編 

 基 本 対 策 編  

地震・津波対策編 

個別災害対策編 

風水害対策 

雪 害 対 策 

海上災害対策 

林野火災対策 

その他の事故災害対策 

鉄道災害対策 

道路災害対策 

危険物及びその他の対策 

資料編 

・別表等（個別連絡系統図は除く） 

・地震による被害想定、津波の避難所指定など 

・予防、応急、復旧等の共通項目 

・方針、組織、現況 

大規模な火事対策 

航空災害対策 
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第四節 計画の修正 

市防災会議は、基本法第 42 条第 1項の規定に基づき毎年、計画に検討を加え、おおむね次に掲げ

るような事項について修正の必要があると認めるときは、修正の基本方針を定めこれを修正するも

のとする。 

1 社会、経済の発展に伴い計画が社会生活の実態と著しく遊離したとき。 

2 防災関係機関が行う防災上の施策によって計画の変更又は削除を必要とするとき。 

3 新たな計画を必要とするとき。 

4 防災基本計画の変更又は改訂が行われたとき。 

5 その他市防災会議会長が必要と認めたとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態と著しく遊離 

新たな計画 

施策による計画の変更等 

防災基本計画の変更 

市防災会議会長が必要と認める 

稚
内
市
地
域
防
災
計
画
の
修
正 

 
 

 

（
毎
年
計
画
の
検
討
） 

基
本
法
第 

 

条 

42 
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第五節 稚内市の防災ビジョン 

稚内市は、災害発生時に市民の生命、財産を守るとともに、被害を最小限にとどめ早期に都市機能

を復旧させることができる、災害に強いまちづくりを目指すこととする。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 防災意識の高揚と伝達システムの充実 

災害に関する広報活動や出前講座を充実させ情報提供を行うとともに、災害時マニュア

ル、防災地図などの作成に取り組み、災害への意識の高揚に努める。また、各関係機関との

情報連絡システムの強化・拡充を図りながら、災害発生時に市民に対し、災害情報、避難情

報などを、迅速に周知伝達できる体制を整備する。 

(2) 地域防災体制の強化・支援 

災害発生時に地域市民の助け合いによる避難活動などが行われるように、自主防災組織の

設置を促すとともに、定期的な防災訓練を行う。また、備蓄品の整備拡充を進めるととも

に、民間企業などとの防災協定の締結を促進し、避難物資の供給や救助・救援体制の強化を

図る。 

(3) 災害予防の強化 

河川、治水、津波、土砂、崖崩れなどの災害が予想される危険区域を把握し、予防対策を

推進するとともに、行き止まりや狭あいな道路の解消、住宅密集地の解消や建物の不燃化な

どを促進する。特に、海上における流出油防除対策について強化する。 

(4) 耐震診断及び耐震化の促進 

災害発生時に避難場所となる学校や公共施設などの耐震診断と耐震化を推進するととも

に、一般住宅をはじめとする民間の建物に対しても耐震化を促進する。また、上・下水道な

ど建物以外の公共施設についても併せて耐震化を推進する。 

(5) 国民保護法への対応 

テロや武力攻撃等の事態に際しては、防災体制を活用しながら速やかな対応ができるよ

う、関係機関と連携を図り、体制の強化に努める。 

1）防災意識の高揚と伝達システムの充実 

2）地域防災体制の強化・支援の充実 

3）災害予防の強化 

4）耐震診断及び耐震化の促進 

5）国民保護法への対応 
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第二章 防災組織 

 稚内市の地域に係る防災活動、応急対策、復旧等の災害対策活動、災害に関する情報、気象予報

及び警報（以下「気象予警報」という。）等の伝達並びに災害時における広報活動に即応できる組

織体制の確立を図るものとする。 

 

第一節 稚内市防災会議 

  市防災会議は、市長を会長とし、稚内市防災会議条例第 3条第 5項に規定する委員 30 人以内を

もって組織するものである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 委 委 委 委 

委 委 委 委 

委 委 委 委 委 

委 会長（市長） 

ｚ

ｚ

ｚ

ｚ

委 委 委 委 

委 委 委 委 

委 委 委 委 

委 

委 

委 

条例第 3 条第 5

項 

稚内市防災会議 

※ 委員 30 人以内 
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第一項 防災会議の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

稚内市教育委員会教育長 

陸上自衛隊第 3 普通科連隊連隊長 

航空自衛隊第 18 警戒隊長 

宗谷総合振興局地域創生部長 

宗谷総合振興局稚内建設管理部用地管理室長 

宗谷総合振興局保健環境部保健行政室長 

 

稚内警察署長 

副市長 

病院事業管理者 

稚内開発建設部長 

宗谷森林管理署長 

北海道運輸局旭川運輸支局次長 

東京航空局稚内空港事務所長 

稚内海上保安部長 

稚内地方気象台長 

稚内労働基準監督署長 

稚内地区消防事務組合消防長 

稚内消防団長 

日本郵便株式会社稚内郵便局長 

東日本電信電話株式会社北海道事業部北海道北支店長 

株式会社ＮＴＴドコモ北海道支社旭川支店長 

日本放送協会稚内報道室 

北海道旅客鉄道株式会社稚内駅長 

日本通運株式会社稚内支店長 

 
 

一般社団法人宗谷医師会長 

一般社団法人稚内歯科医師会長 

一般社団法人旭川地区トラック協会稚内支部長 

会
長
（
市
長
） 

指定地方行政機関の職員 

自衛隊の自衛官 

 

北海道知事の部内の職員 

 

北海道警察の警察官 

 

市長の部内の職員 

指定公共機関の職員 

 

自主防災組織の長 自主防災組織を構成する者 

指定地方公共機関の職員 
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第二項 防災会議の所掌事務 

市防災会議は、次に掲げる事務を遂行する。 

(1) 稚内市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること 

(2) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること 

(4) 水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 33 条の水防計画を調査審議すること 

(5) 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

  

第三項 防災会議の運営 

 市防災会議の運営は、稚内市防災会議条例及び稚内市防災会議運営規程（昭和 38年稚内市訓令

第 13号）の定めるところによる。 
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第二節 災害応急体制 

第一項 災害対策本部の設置・廃止 

 市長は、基本法第 23条の２及び稚内市災害対策本部条例（昭和 37年稚内市条例第 20 号）の規定に

基づき、市の区域内に災害が発生又は発生するおそれがある場合で必要があると認めるときは、災害

対策本部（以下「本部」という。）を設置する。また、市防災会議と緊密な連絡のもとに本計画の定

めるところにより災害予防及び災害応急対策を実施するものとする。 

 

1 稚内市災害対策本部組織図 

本部の組織及び業務分担は次のとおりとする。  

                    

 

 

 

 

 

 

  

総 務 対 策 部  
災害対策班、庶務班、職員

班、調査班、管財班 

政 策 調 整 対 策 部  庶務班、企画財政班、秘書広

報班、地域調整班 

市 民 生 活 対 策 部  
庶務班、救護班、保健予防

班、環境衛生班 

建 設 対 策 部  庶務班、土木班、港湾班、都

市整備班、給水班、下水道班 

経 済 対 策 部  農政班、水産商工班、観光班 

会 計 部 会計班 

教 育 対 策 部  庶務班、学校教育施設対策

班、社会教育施設対策班 

支 援 部 支援班 

支 所 等  

医 務 対 策 部  庶務班、医療班 

消 防 対 策 部  庶務班、災害対応班 

本 部 長 

市 長 

副 本 部 長 

副 市 長 

教 育 長 

協 力 団 体 

（自主防災組織）（医  師  会）（町  内  会） 

（社会福祉協議会）（民生児童委員連絡協議会） 

（日赤各奉仕団）(その他協力団体) 

本 部 員 

企 画 総 務 部 長 

生 活 福 祉 部 長 

建 設 産 業 部 長 

会 計 室 長 

教 育 部 長 

議 会 事 務 局 長 

監 査 事 務 局 長 

市 立 稚 内 病 院 事 務 局 長 

消 防 長 
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部   名 部   長 班   名 班   長 班に属する部課 

総務対策部 企画総務部長 

災害対策班 

庶務班 

 

職員班 

調査班 

管財班 

総務防災課長 

総務防災課長 

 

人材育成課長 

税務課長 

財務課長 

総務防災課 

総務防災課 

エネルギー対策課 

人材育成課 

税務課 

財務課 

政策調整対策部 企画総務部長 

庶務班 

企画財政班 

 

秘書広報班 

地域調整班 

サハリン課長 

財政課長 

 

企画調整課長 

企画調整課長 

サハリン課 

財務課 

企画調整課 

企画調整課 

企画調整課 

市民生活対策部 生活福祉部長 

庶務班 

救護班 

 

保健予防班 

環境衛生班 

総合窓口課長 

社会福祉課長 

 

健康づくり課長 

生活衛生課長 

総合窓口課 

社会福祉課・長寿あんし

ん課 

健康づくり課 

生活衛生課 

建設対策部 建設産業部長 

庶務班 

 

土木班 

港湾班 

都市整備班 

給水班 

下水道班 

都市整備課長 

水道料金課長 

土木課長 

港湾空港課長 

都市整備課長 

水道施設課長 

水道施設課長 

都市整備課 

水道料金課 

土木課 

港湾空港課 

都市整備課 

水道施設課 

水道施設課 

経済対策部 建設産業部長 

農政班 

水産商工班 

観光班 

農政課長 

水産商工課長 

観光交流課長 

農政課 

水産商工課 

観光交流課 

会計部 会計室長 会計班  会計室 

教育対策部 教育部長 

庶務班 

学校教育施設対

策班 

社会教育施設対

策班 

教育総務課長 

学校教育課長 

 

社会教育課長 

 

教育総務課 

学校教育課・こども課 

教育総務課 

社会教育課 

学校給食課 

支援部 
議会事務局長 

監査事務局長 
支援班  議会事務局・監査事務局 

支所等    
沼川支所 宗谷支所  

科学振興課 図書館 

医務対策部 
市立稚内病院 

事務局長 

庶務班 

医療班 

庶務課長 

外科医長 

庶務課・医事課 

医局・薬局・看護部 

消防対策部 消防長 
庶務班 

災害対応班 

総務予防課長 

消防署長 

総務予防課 

警防第一課・警防第二課 
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また、各対策の担当部署を明確にするため、部署アイコンを作成し、本書中の各対策の最初に

示すこととする。 

部   名 アイコン 班   名 班に属する部課 

総務対策部 
 

災害対策班 

庶務班 

 

職員班 

調査班 

管財班 

総務防災課 

総務防災課 

エネルギー対策課 

人材育成課 

税務課 

財務課 

政策調整対策部 
 

庶務班 

企画財政班 

 

秘書広報班 

地域調整班 

サハリン課 

財務課 

企画調整課 

企画調整課 

企画調整課 

市民生活対策部 
 

庶務班 

救護班 

保健予防班 

環境衛生班 

総合窓口課 

社会福祉課・長寿あんしん課 

健康づくり課 

生活衛生課 

建設対策部 
 

庶務班 

 

土木班 

港湾班 

都市整備班 

給水班 

下水道班 

都市整備課 

水道料金課 

土木課 

港湾空港課 

都市整備課 

水道施設課 

水道施設課 

経済対策部 
 

農政班 

水産商工班 

観光班 

農政課 

水産商工課 

観光交流課 

会計部 
 

会計班 会計室 

教育対策部 
 

庶務班 

学校教育施設対策班 

社会教育施設対策班 

教育総務課 

学校教育課・こども課・教育総務課 

社会教育課・学校給食課 

支援部 
 

支援班 議会事務局・監査事務局 

医務対策部 
 庶務班 

医療班 

庶務課・医事課 

医局・薬局・看護部 

消防対策部 
 庶務班 

災害対応班 

総務予防課 

警防第一課・警防第二課 

共通（全部） 
 

共通（全班） 共通（全課） 
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2 災害対策本部の業務分担 

 

部 部長 班  名 業   務   分   担 

総 

 

務 

 

対 

 

策 

 

部 

企
画
総
務
部
長 

災害対策班 

総務防災課 

1 防災会議に関すること。 

2 災害対策本部の設置及び廃止に関すること。 

3 避難指示等の発令に関すること。 

4 職員の非常招集に関すること。 

5 気象及び災害情報の収集、伝達に関すること。 

6 関係機関との連絡調整に関すること。 

7 災害対策計画の立案及び総合調整に関すること。 

8 収容被災者及び災害業務従事者に対する食糧の供給に関する

こと。 

庶務班 

総務防災課 

エネルギー対策課 

1 災害対策本部の庶務に関すること。 

2 自衛隊の派遣要請に関すること。 

3 庁内の非常体制に関すること。 

4 部内の被害状況及び応急対策状況の取りまとめ並びに本部へ

の報告に関すること。 

5 部内の応援・連絡調整に関すること。 

6 その他の部及び部内の他の班に属さないこと。 

7 救助法の事務の総括に関すること。 

職員班 

人材育成課 

1 職員の動員計画に関すること。 

2 職員の食料、寝具、災害出動用被服等の調達及び配布に関す

ること。 

3 職員の被災者調査に関すること。 

調査班 

税務課 

1 被災地域における被害の実態調査報告に関すること。 

2 被災台帳の作成に関すること。 

3 部内他班の応援に関すること。 

管財班 

財務課 

1 市有財産の被害調査、災害応急対策及び災害共済に関するこ

と。 

2 災害時の車両の確保及び配車に関すること。 

3 災害対策用物資の調達に関すること。 

政 

策 

調 

整 

対 

策 

部 

企
画
総
務
部
長 

庶務班 

サハリン課 

1 部内の応援・連絡調整に関すること。 

2 部内の被害状況及び応急対策状況の取りまとめ並びに本部へ

の報告に関すること。 

企画財政班 

財務課 

企画調整課 

1 災害復旧と総合計画の調整に関すること。 

2 災害予算の編成及び資金の調達に関すること。 

3 災害経費の経理に関すること。 

秘書広報班 

企画調整課 

1 本部長、副本部長の秘書に関すること。 

2 災害視察等の来客の応接に関すること。 

3 災害広報に関すること。 

4 被災現場の写真撮影に関すること。 

5 報道機関との連絡調整に関すること。 

地域調整班 

企画調整課 

1 市民組織との連絡及び協力に関すること。 
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部 部長 班  名 業   務   分   担 

市 

民 

生 

活 

対 

策 

部 

生
活
福
祉
部
長 

庶務班 

総合窓口課 

1 部内の応援・連絡調整に関すること。 

2 部内の被害状況及び応急対策状況の取りまとめ並びに本部への報告に

関すること。 

救護班 

社会福祉課 

長寿あんしん課 

1 被災者の収容及び避難所運営管理に関すること。ただし、教育委員会

所管施設の避難所については、協力体制をとるものとする。 

2 社会福祉施設の被害調査に関すること。 

3 被災者に対する生活援護に関すること。 

4 日本赤十字社に対する協力要請及び連絡調整に関すること。 

5 遺体の収容処理及び埋葬に関すること。 

6 被災者に対する災害弔慰金、見舞金等に関すること。 

7 救援物資及び義援金の受付及び配分に関すること。 

8 防災ボランティアの受け入れ、調整に関すること。 

保健予防班 

健康づくり課 

1 被災者に対する保健指導及び栄養指導に関すること。 

2 感染症の予防に関すること。 

3 防疫に関すること。 

4 稚内保健所との連絡調整に関すること。 

5 医師会及び歯科医師会との連携に関すること。 

6 病院施設の被害調査に関すること。 

7 その他保健衛生に関すること 

環境衛生班 

生活衛生課 

1 災害による廃棄物及び汚物処理に関すること。 

2 避難所施設における仮設トイレの設置に関すること。 

3 被災地における環境保全対策に関すること。 

4 衛生関係施設の被害調査に関すること。 

5 被災地における交通安全に関すること。 

6 災害に係る相談等に関すること。 

建 

設 

対 

策 

部 

建
設
産
業
部
長 

庶務班 

都市整備課 

水道料金課 

1 部内の応援・連絡調整に関すること。 

2 部内の被害状況及び応急対策状況の取りまとめ並びに本部への報告に

関すること。 

3 資材の購入及び払出しに関すること｡ 

4 給水の広報に関すること｡ 

土木班 

土木課 

1 土木施設の管理保全に関すること。 

2 土木施設の被害調査及び応急措置に関すること。 

3 道路、河川、橋梁及び海岸等の災害復旧に関すること。 

4 水害危険区域及び急傾斜地崩壊危険区域の警戒巡視に関すること。 

5 治水対策に関すること。 

6 障害物の除去に関すること。 

港湾班 

港湾空港課 

1 港湾施設等の管理保全に関すること。 

2 港湾の被害調査及び応急措置に関すること。 

3 港湾、海岸等の災害復旧に関すること。 

4 海上保安部及び海事関係団体との連絡調整に関すること。 

5 船舶の借上げ及び海上輸送に関すること。 

都市整備班 

都市整備課 

1 応急仮設住宅等の建設に関すること。 

2 災害時の建築相談及び指導に関すること。 

3 市営住宅の被害調査及び応急措置に関すること。 

4 都市計画関係施設の被害調査及び応急措置に関すること。 

5 被災地の復旧に伴う都市計画の立案及び実施に関すること。 

給水班 

水道施設課 

1 応急給水に関すること｡ 

2 上水道施設の被害状況調査及び応急措置に関すること｡ 

3 上水道施設の災害復旧に関すること｡ 

4 水源地の管理及び水質保全に関すること｡ 

5 水源地の確保に関すること｡ 

下水道班 

水道施設課 

1 下水道施設の被害状況調査及び応急措置に関すること｡ 

2 下水道施設の災害復旧に関すること｡ 
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部 部長 班  名 業   務   分   担 

経 

済 

対 

策 

部 

建
設
産
業
部
長 

農政班 

農政課 

1 被災農家の援護に関すること。 

2 農業関係の災害復旧に関すること。 

3 山林火災の予消防に関すること。 

4 治山対策に関すること。 

5 農業関係被害及び被災農家の実態調査に関すること。 

6 死亡獣畜の処理に関すること。 

水産商工班 

水産商工課 

1 被災漁家の援護に関すること。 

2 水産関係施設等の災害復旧に関すること。 

3 水産関係被害及び被災漁家の実態調査に関すること。 

4 海難予防及び救助に関すること。 

5 被災商工業者等の資金対策に関すること。 

6 災害時における非常配給に関すること。 

7 災害時における商工業者等の被害調査に関すること。 

8 労務者の雇上げに関すること｡ 

観光班 

観光交流課 

1 観光関係施設等の被害調査及び応急措置に関すること。 

2 観光客の避難対策に関すること｡ 

会 

計 

部 

会
計
室
長 

会計班 

会計室 
1 災害経費の出納及び保管に関すること。 

教 

育 

対 

策 

部 

教
育
部
長 

庶務班 

教育総務課 

1 部内の応援・連絡調整に関すること。 

2 部内の被害状況及び応急対策状況の取りまとめ並びに本部への報

告に関すること。 

3 文化財の保護及び応急対策に関すること｡ 

学校教育施設 

対策班 

教育総務課 

学校教育課 

こども課 

1 学校教育施設の被害調査及び応急措置に関すること｡ 

2 学校教育施設の災害復旧に関すること｡ 

3 学用品等の配給に関すること｡ 

4 被災児童及び生徒の応急教育対策に関すること｡ 

5 学校教育施設の避難所の管理運営に関すること｡ 

社会教育施設 

対策班 

社会教育課 

学校給食課 

1 社会教育・社会体育施設の被害調査及び応急措置に関すること｡ 

2 社会教育・社会体育施設利用者の避難誘導に関すること｡ 

3 社会教育・社会体育施設の避難所の管理運営に関すること｡ 
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部 部長 班  名 業   務   分   担 

支 

援 

部 

 支援班 

議会事務局 

監査事務局 

1 避難所の管理等の支援に関すること｡ 

2 その他各部班への支援に関すること｡ 

支 

所 

等 

 沼川支所 

宗谷支所 

科学振興課 

図書館 

1 所管施設の安全確保及び応急措置に関すること。 

2 地域における被災情報の収集に関すること。 

3 他部班の応援に関すること。 

医 

務 

対 

策 

部 

市
立
病
院
事
務
局
長 

庶務班 

庶務課 

医事課 

1 病院施設の被害調査及び応急対策に関すること｡ 

2 医療器材、医薬品等の確保に関すること｡ 

3 部内の庶務に関すること｡ 

医療班 

医局・薬局 

看護部 

1 被災患者の医療救助に関すること｡ 

消 

防 

対 

策 

部 

消
防
長 

庶務班 

総務予防課 

1 部内の応援・連絡調整に関すること。 

2 部内の被害状況及び応急対策状況の取りまとめ並びに本部への報

告に関すること。 

3 情報収集及び広報活動に関すること｡ 

災害対応班 

警防第一課 

警防第二課 

1 消防活動及び水防活動に関すること｡ 

2 人命救助及び避難誘導に関すること｡ 

3 被災地の二次災害の予防及び警戒に関すること｡ 

協 

力 

団 

体 

 社会福祉協議会 

自主防災組織 

医師会 

町内会 

日赤各奉仕団 

民生児童委員連

絡協議会 

1 避難所の運営支援に関すること。 

2 ボランティアの受け入れ支援に関すること。 

3 救援物資等の受け入れ支援に関すること。 

4 要援護者の支援に関すること。 

5 被災市民の情報収集及び情報伝達に関すること。 
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3 災害対策本部の設置基準、廃止時期及び公表 

(1) 本部の設置基準 

本部は、基本法第 23 条の 2第 1項の規定により、次の各号のいずれかに該当し必要と認め

たときに、市長が設置するものとする。 

ア 災害が発生し、その規模及び範囲、社会的影響等から特に対策を要するとき。 

イ 気象・地象及び水象について異常を示す情報又は警報若しくは特別警報が発表され、大

規模な災害が発生するおそれがあり、その対策を要するとき。 

ウ 津波警報が発表されたとき。 

エ 震度 5弱以上の地震が発生したとき。 

 (2) 本部の設置場所 

本部は、本庁舎内に設置するものとする。 

(3) 本部の廃止 

ア 本部長は、災害の発生するおそれがなくなったとき又は災害応急対策がおおむね完了し

たときは、本部を廃止する。 

イ 廃止後においても、災害事務、救済策の実施を要する場合は、それぞれ本来業務を所掌

する部課に業務を引継ぎ、それぞれの関係部課において対策業務を行うものとする。 

ウ この場合、総務対策部長は業務の内容、遂行状況について各部からの報告を求め常に全

体状況を掌握し、また必要な指示を行うものとする。 

(4) 公表 

本部を設置したときは、直ちにその旨を本部員及び市防災会議構成機関の長に通知するとと

もに、市民に対し周知する。 

また、廃止した場合の公表についても、設置の場合に準ずる。 
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(5) 災害対策本部の設置基準、廃止時期及び公表のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

気象警報・災害情報 

災害対策本部設置基

準を満たしているか 

小規模災害の発生す

るおそれがあるか 

災害対策本部設置及び公表 

現地災害対策本部

が必要か 

現地災害対策本部の設置 

災害対策連絡室を 

設置 

災害対策本部を 

設置しない 

災害の応急対策が概ね完了 

災害対策本部の廃止及び公表 

Yes 

No 

No 

Yes 

Yes No 
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4 標識 

(1) 本部を設置したときは、市役所本庁舎正面玄関に標示板（資料編「資料 48」）を掲げるも

のとする。 

(2) 本部長、副本部長、本部員、各班長その他の本部の職員が、災害時において非常活動に従

事するときは、腕章（資料編「資料 48」）を帯用するものとする。また、腕章は、事前に準

備しておくものとする。 

(3) 災害時において非常活動に使用する本部の自動車には、標旗（資料編「資料 48」）を掲げ

るものとする。 

5 本部の運営 

  本部が設置された場合、本部に「本部員会議」を置くものとする。 

(1) 本部員会議 

ア 本部員会議の構成 

本部員会議は、本部長、副本部長及び本部員で構成し、災害対策の基本的な事項につい

て協議するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 本部員会議の協議事項 

a 本部の配備体制の切替及び廃止に関すること 

b 災害情報及び被害状況の分析並びにそれに伴う対策活動の基本方針に関すること 

c 関係機関に対する応援の要請に関すること 

d その他災害対策に関する重要な事項 

ウ 本部員会議の開催 

a 本部員会議は、本部長が必要の都度招集し、開催する。 

b 本部員は、それぞれ所管事項について会議に必要な資料を提出しなければならない。 

c 本部員は、必要により所要の職員を伴って会議に出席することができる。 

d 本部員は、会議の招集を必要と認めるときは、総務対策部長にその旨申し出るものとす

る。 

エ 会議事項の周知 

会議の決定事項のうち、本部長が職員に周知する必要があると認めたものについては、

速やかにその徹底を図るものとする。 

本 部 長 

企画総務部長 生活福祉部長 建設産業部長  

教育部長 会計室長 議会事務局長 監査事務局長 

市立稚内病院事務局長 消防長 

副 市 長 

教 育 長 

市 長 

本 部 員 副 本 部 長 

本 部 員 会 議 の 構 成 
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(2) 本部連絡員 

ア 各対策部に本部連絡員を置くものとする。 

イ 各対策部長は、あらかじめ所属職員の中から本部連絡員を指名し、総務防災課長に報告

するものとする。 

 

 

 

 

 

ウ 本部連絡員の業務は、次のとおりとする。 

①所属部内の動員及び配備体制状況の掌握 

②応急対策の実施及び活動状況の掌握 

③応急対策実施に伴う応援等の必要な対策の要求 

④所属部内の各班に係る災害に関する情報のとりまとめ 

⑤本部員会議との情報伝達及び所属部内との連絡調整 

6 本部を設置しない場合の準用 

(1) 本部設置に至らない小規模災害等が発生するおそれがある場合又は発生した場合には、災

害対策連絡室を設置し、本部の組織及び各部班の業務分担を準用して、その対策を実施する

ものとする。 

(2) 災害対策連絡室の構成は次のとおりとする。 

災 害 対 策 連 絡 室 の 構 成 

室 長 企画総務部長 

係 員 企画総務部総務防災課職員 

連絡員 各対策部長が指名した職員をもって充てる。 

 

(3) 災害対策連絡室の事務局は、総務防災課に置くものとする。 

(4) 室長は災害の規模、状況等に応じて必要な対策部の連絡員との連絡にあたり、災害に関す

る情報等の収集及び受理、災害対策に係る指令の伝達等を行うものとする。 

7 現地災害対策本部 

(1) 設置 

本部長は、迅速・的確な災害応急対策を実施するため現地災害対策本部を置くことが必要

と認めるときは、被災現地に現地災害対策本部を設置することができる。 

(2) 組織等 

ア 現地災害対策本部には、現地災害対策本部長、現地災害対策副本部長、現地災害対策本

部員その他の職員をもって組織する。 

イ 現地災害対策本部長は、災害対策副本部長及び災害対策本部員のうちから本部長が指名

する者をもって充てる。 

各対策部長 
あらかじめ指名 

本部連絡員 

総務防災課長 
指名した本部連絡員を報告 



総則編第二章 防災組織 

25 

ウ 現地災害対策本部員は、本部の職員のうちから本部長が指名する職員をもって充てる。 

エ 現地災害対策本部長は、本部長の指示によりその所掌事務の一部を代行する。 

(3) 廃止 

本部長は､被災現地における災害応急対策がおおむね完了したときは､現地災害対策本部を

廃止する。 

(4) 通知 

本部長は、現地災害対策本部を設置又は廃止したときは､直ちに災害対策本部員及び防災関

係機関の長に通知する。 

8 市長の職務の代理 

本部の設置をはじめ、災害応急対策に係る市長の職務に関して､市長以下、事故や安否が不明

な状況にあるときも災害対応を緊急、かつ中断することなく継続するため、以下の順位を職務責

任の序列とする｡ 

第一位 副市長 

第二位 企画総務部長 

第三位 生活福祉部長 

第四位 建設産業部長 

第五位 教育部長 

第六位 議会事務局長 

第七位 監査事務局長 

第八位 市立稚内病院事務局長 

第九位 消防長 

第十位 会計室長 

 

第二項 職員の動員・配備 

1 非常配備の基準 

(1) 災害対策本部は、被害の防除及び軽減並びに災害発生後における応急対策を迅速かつ強力

に進めるため、非常配備に関する基準により非常配備の体制をとる。 

(2) 非常配備の区分、配備の時期、配備内容等の基準は次のとおりとし、配備の決定は本部長

が行う。 
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(3) 非常配備基準 

区  分 配 備 の 時 期 配 備 の 内 容 

第 1 非常 

配備 

1 「津波注意報」が発表されたとき。 

2 震度 4の地震が発生したとき。 

3 その他本部長が必要と認めたとき。 

4 気象業務法に基づく水象、地象

（津波警報を除く）に関する情報

又は警報が発表され、災害発生の

恐れがあり、その対策を要すると

き。 

5 局地的な災害の発生が予想される

場合又は災害が発生したとき。 

 情報連絡のため、又は災害が発生した場

合に速やかに対処するため、災害対策班員

及び必要に応じ各部班の者をもって当た

るもので、状況により次の配備体制に円滑

に移行できる体制とする。 

第 2 非常 

配備 

1 「津波警報」が発表されたとき。 

2 震度 5弱及び震度 5強の地震が発生し

たとき。 

3 高潮特別警報、高潮警報、土砂災害

警戒情報、氾濫危険情報が発表さ

れ、災害発生の恐れがあり、その

対策を要するとき。 

4 その他本部長が必要と認めたと

き。 

 災害応急対策に関係する各班の所要人

員をもって当たるもので、災害の発生とと

もに直ちに非常活動が開始できる体制と

する。 

第 3 非常 

配備 

1 大津波警報が発表されたとき。 

2 震度６弱以上の地震が発生したと

き。 

3 特別警報が発表され、広域にわた

る災害の発生が予想される場合又

は被害が甚大であると予想される

とき。 

4 重大な災害が発生したとき。 

5 その他本部長が必要と認めたと

き。 

 災害対策本部の全員をもって当たるも

ので、状況により、それぞれの災害応急活

動ができる体制とする。 

  

備考…災害の規模及び特性に応じ上記基準と異なる場合においては、臨機応変の配備体制を整えるものとする。 

 

2 非常配備体制の活動要領 

 (1) 動員の方法 

ア 総務対策部長は、本部長の非常配備決定に基づき副本部長及び本部員に対し、本部の設置

及び非常配備の規模を通知するものとする。 

イ 上記の通知を受けた副本部長及び本部員は、配備要員に対し当該通知の内容を通知するも

のとする。 

ウ 本部員より通知を受けた配備要員は、直ちに所定の配備につくものとする。 

エ 各部班においては、あらかじめ部班内の動員（招集）系統を確立しておくものとする。 
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オ 本部が設置されない場合における職員の動員（招集）は、本計画の定めに準じて行うも

のとする。 

(2) 非常配備体制下の活動 

ア 第 1非常配備体制下の活動 

      第 1非常配備体制下における活動の要点は、おおむね次のとおりとする。 

a 災害対策連絡室長は、稚内地方気象台その他関係機関と連絡をとり、気象、地象及び水

象に関する情報並びに災害状況の収集等を行う。 

b 災害対策連絡室長は、関係部班に収集情報を提供し、同時に活動状況の把握等を行う。 

c 関係各対策部長は、災害対策班からの情報又は連絡に即応し、情勢に対応する措置を検討

するとともに、待機職員に随時、巡回活動等必要な指示を行うものとする。 

d 第 1 非常配備につく職員の人数は、状況により各対策部長の判断において増減するもの

とする。 

イ 第 2非常配備体制下の活動 

      第 2非常配備体制下における活動の要点は、おおむね次のとおりとする。 

a 本部長は、本部の機能を円滑にするため、必要に応じて本部員会議を開催する。 

b 各対策部長は、情報の収集伝達体制を強化する。 

c 総務対策部長は、各対策部長及び市防災会議構成機関と連絡を密にして客観情勢を判断

するとともに、その状況を本部長に報告するものとする。 

d 各対策部長は次の措置をとり、その状況を本部長に報告するものとする。 

① 災害の現況を部員に周知し、所要の人員を非常配備につかせること。 

②  装備、物資、資機材、設備、機械等を点検し、必要に応じて被災地（被災予想地）

ヘ配置すること。 

③ 災害対策に関係のある外部機関との連絡を密にし、活動体制を整備すること。 

ウ 第 3非常配備体制下の活動 

各部班は全力をあげて、速やかに市内全域の被害状況調査、収集、連絡活動及び応急対

策活動に当たるとともに、その活動状況を随時、本部長に報告するものとする。 

3 動員の伝達系統と方法 

(1)  勤務時間内の伝達系統及び伝達方法 

ア 災害対策本部が設置された場合、本部長の指示により総務対策部長は、職員班長を通し

各部長に対し電話又は口頭により第 2非常配備体制、更に、緊急事態に備えて本部全職員

を待機させる第 3非常配備体制を指令するものとする。 

イ 各部長は、所属職員に連絡して指揮監督を行い、災害情報の収集、伝達、調査その他の

応急措置を実施する体制を整備確立するものとする。 
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 【伝達系統】 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 勤務時間外（休日及び夜間）の伝達方法 

市庁舎の警備員は、次の情報を受けたときは総務防災課長に通報し、総務防災課長は企画総

務部長に連絡して指示を受け、必要に応じ、関係部長、職員に通知するものとする。 

 ただし､アの取り扱いについては、「基本対策編 第二章 第一節 気象予警報等の伝達計

画」に定めるところによる。 

ア 気象情報等が関係機関から通報されたとき。 

イ 災害が発生し、緊急に応急措置を実施する必要があると認められるとき。 

ウ 異常現象の通報があったとき。 

各部長及び各課長は、所属職員への連絡方法等を事前に把握しておき、通報を受理後、直ち

に関係職員の登庁、出動の指示伝達ができるよう措置しておくものとする。 

 

 【伝達系統】 

 

 

  

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

4 職員の非常登庁 

(1) 職員は、勤務時間外及び休日等において登庁の指示を受けたとき、又は災害が発生し、あ

るいは災害の発生のおそれがある情報を察知したときは、災害の状況により所属の長と連絡

の上、又は自らの判断により登庁し、直ちに所定の配備につくものとする｡ 

ただし、震度 6弱以上の地震が発生した場合、大津波警報及び特別警報が発表された場合

は速やかに登庁するものとする。 

(2) 職員の非常登庁を要する事態が発生した場合､各班長は職員参集状況を把握し総務対策部

長に報告するものとする。 

本部長 

（市長） 

警備員 

総務防災課長 

市 民

関係機関 

 

副本部長 

（副市長） 

（教育長） 

総務対策部長 

（企画総務部長） 

各対策部長 

（各部長） 
各班長 各班員 

各班員 本部長 

（市長） 

副本部長 

（副市長） 

（教育長） 

総務対策部長 

（企画総務部長） 
職員班 各対策部長 

（各部長） 
各班長 

総務防災課長 
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5 消防機関に対する伝達 

  本部が設置された場合､その配備体制についての消防機関への伝達は、次により行う｡ 

 

 【消防機関への伝達系統】 

 

 

 

6 各班別の動員要請 

  本部長は、災害の状況により必要に応じて各班に所属する班員を、応援を必要としている班に

動員させるのものとする。 

  災害の状況により応援を必要とする班にあっては、職員班長を通じて本部長に申し出し､必要

数の応援を受けるものとする｡ 

分 団本 部 消防対策部長 消防団長 
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第三節 市民、自主防災組織及び事業所 

市長は、災害時において災害応急対策等を円滑かつ迅速に実施するため、災害の状況により必要と

認めた場合は、次の市民組織に対し災害対策活動の応援協力を要請する。  

1 協力要請事項 

   各市民組織や団体に対して協力要請する事項は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 災害時における市民の避難誘導、救出及び被災者の保護に関すること。 

(2) 緊急避難のための一時避難場所及び被災者の収容のための避難所の管理運営に関するこ

と。 

 (3) 災害情報の収集と本部への連絡に関すること。 

 (4) 災害情報等の地域市民に対する広報に関すること。 

 (5) 避難所内での炊き出し及び被災者の世話に関すること。 

  (6) 災害箇所の応急措置に関すること。 

 (7) 本部が行う人員、物資等の輸送に関すること。 

 (8) その他救助活動に必要な事項で、本部長が協力を求めた事項。 

2 協力要請先 

(1) 協力を要請する市民自治組織は、次のとおりである。 

市 民 組 織 名 会員数 連   絡   先 電話番号 

稚内市赤十字奉仕団 9 分団 稚内市社会福祉課障がい福祉Ｇ 23-6453 

稚内市町内会連絡協議会 66 町内会 稚内市社会福祉協議会 24-1139 

稚内市社会福祉協議会  宝来 2丁目 2番 24 号 24-1139 

 

(2) 災害協定締結先は、資料編「資料 48」のとおり。 

(3) その他婦人団体、青年団体、建設関係団体等については、必要の都度、責任者と連絡をと

り、協力を求めるものとする。 
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第三章 市及び防災機関が行う業務と市民等の責務 

第一節 市及び防災機関が行う業務の大綱 

防災関係機関、公共的団体その他防災上重要な施設の管理者が防災上処理すべき事務又は業務の

大綱は、次の表に定めるとおりとする。 

  

区分 機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

指

定

地

方

行

政

機

関

 

稚内開発建設部 

1 所轄河川の災害応急対策及び災害復旧を行うこと。 

2 国道40号、238 号その他の所轄道路の維持、災害復旧等を行うこと。 

3 その他直轄工事の災害予防、災害応急対策及び災害復旧を行うこと。 

稚内海上保安部 

1 船舶に対する気象等特別警報・警報・注意報並びに情報等の周知及び災害

情報の収集に関すること。 

2 災害時における船舶の避難誘導及び救助、航路障害物等の除去を行うこ

と。 

3 災害時における人員及び救援物資の海上輸送を行うこと｡ 

4 海上における人命の救助を行うこと｡ 

5 海上における船舶交通の安全の確保を図ること。 

6 海上における犯罪の予防及び治安の維持を図ること。 

北海道運輸局 

旭川運輸支局 

1 船舶施設の安全の確保を図ること｡ 

2 災害時における海上輸送の連絡調整を行うこと。 

3 災害時における港湾諸作業の調整及び施設利用のあっせんを行うこと｡ 

宗谷森林管理署 

1 所轄国有林につき保安林の配置の適正化と施業の合理化を図ること｡ 

2 所轄国有林の復旧治山及び予防治山を実施すること。 

3 林野火災の予防対策を立てその未然防止を行うこと｡ 

4 災害時において市の要請があった場合、可能な範囲において緊急対策及び

復旧用材の供給を行うこと。 

東京航空局 

稚内空港事務所 

1 航空事業者に対する災害防止の指導を行うこと｡ 

2 飛行場及び航空保安施設の管理に当たること｡ 

3 航空機の遭難時における捜索及び救難の調整に関すること｡ 

4 災害時における空中輸送の連絡調整に関すること。 

稚内地方気象台 

1 気象、地象、地道及び水象の観測及びその成果の収集、発表を行うこと。 

2 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限

る）、水象の予報・警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説を行うこ

と。 

3 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努めること。 

4 稚内市が行う防災対策に関する技術的な支援・助言を行うこと。 

5 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努めること。 

稚内労働基準

監督署 
1  事業所、工場等の産業災害の防止対策を図ること。 
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区分 機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

自

衛

隊 

陸上自衛隊 

第 3 普通科連

隊 

1 災害予防責任者の行う防災訓練に、必要に応じ部隊等の一部を協力させる

こと。 

2 災害派遣要請者の要請に基づき、部隊等を派遣すること｡ 

航空自衛隊 

稚内分屯基地 

第 18 警戒隊 

1 災害予防責任者の行う防災訓練に、必要に応じ部隊等の一部を協力させる

こと。 

2 災害派遣要請者の要請に基づき、部隊等を派遣すること｡ 

北

海

道 

宗谷総合振興

局 

（地域創生

部） 

1 宗谷総合振興局地域災害対策連絡協議会に関すること｡ 

2 防災に関する組織の整備を図り、物資及び資材の備蓄その他災害予防措置

を講ずること。 

3 災害応急対策の実施に関すること。 

4 市及び指定地方公共機関の処理する防災に関する事務又は業務の実施を助

け、総合調整を図ること。 

5 自衛隊の災害派遣要請に関すること。 

6 救助法の適用に関すること。 

宗谷総合振興

局 

（保健環境部 

保健行政室） 

1 医療施設、衛生施設等の被害報告を行うこと。 

2 災害時における医療救護活動を推進すること。 

3 災害時における防疫活動に関すること｡ 

4 災害時における給水、清掃等環境衛生活動を推進すること｡ 

5 医療、防疫及び薬剤の確保及び供給を行うこと。 

宗谷総合振興

局 

（稚内建設管理

部） 

1 水防技術の指導に関すること｡ 

2 災害時における、関係河川の水位及び雨量の情報の収集及び取りまとめに

関すること。 

3 災害時における関係公共土木被害調査及び災害応急対策並びに復旧対策を

実施すること。 

4 被災地の交通情報の収集及び交通路の確保を行うこと。 

稚内警察署 

1 災害地において、市民の避難誘導及び救出救助並びに緊急交通路の確保に

関すること。 

2 災害の予警報の伝達及び災害情報の収集に関すること｡ 

3 被災地、避難場所、危険個所等の警戒に関すること｡ 

4 犯罪の予防、取締り等に関すること｡ 

5 危険物に対する保安対策に関すること｡ 

6 広報活動に関すること｡ 

稚

内

市 

市長部局 

1 市防災会議に関する事務を行うこと。 

2 市災害対策本部及び市現地対策本部の設置及び組織の運営に関すること｡ 

3 市の所掌に係る災害予防、災害応急対策及び災害復旧を行うこと｡ 

4 防災訓練に関すること｡ 

5 防災思想の普及を図ること｡ 

6 防災に関する組織の整備並びに物資及び資材の備蓄等に関すること｡ 

7 災害情報の収集、伝達に関すること｡ 

教育委員会 

1 災害時における被災児童及び生徒の救護及び応急教育の指導を行うこと｡ 

2 教育施設の被害調査及び報告に関すること｡ 

3 文教施設及び文化財の保全対策等の実施に関すること｡ 



総則編第三章 市及び防災機関が行う業務と市民等の責務 

43 

区

分 
機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

消

防

機

関 

稚内地区消防事 

務組合消防本部 

（稚内消防署・ 

稚内消防団） 

1 消防活動に関すること｡ 

2 水防活動に関すること｡ 

3 火災警報等の市民への周知に関すること｡ 

4 市民の避難誘導及び人命救助に関すること｡ 

5 津波警報及び津波注意報発表時における潮位検測に関すること｡ 

6 緊急時における病人、負傷者及び急患の輸送に関すること｡ 

7 被災地の警戒体制に関すること｡ 

指

定

公

共

機

関
 

日本郵便株式会

社稚内郵便局及

び市内各郵便局 

1 災害時における郵便業務運営の確保を図ること｡ 

2 郵便、為替、貯金及び簡易保険の非常取扱いを行うこと｡ 

3 郵便局ネットワークを活用した広報活動を行うこと｡ 

4 集配業務を通じて収集した被災市民の避難先、被災状況等の提供を行う

こと。 

東日本電信電話

株式会社  

北海道事業部 

1 非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電報電話の利用制限 

を実施し、重要通信の確保を図ること｡ 

ＮＴＴドコモ 

北海道支社 

旭川支店 

1 移動通信網の確立と即設設備の整備による通信設備の安定化に関するこ

と。 

2 災害時における移動通信の確保に関すること｡ 

日本放送協会 

稚内報道室  

1  気象予報、注意報、警報､特別警報、被害状況等に関する報道を実施し､

防災広報に関する業務を行うこと。 

北海道電力 

ネットワーク 

株式会社稚内 

ネットワークセンター 

1 電力施設等の防災対策を行うこと｡ 

2 災害時における電力の円滑な供給を行うよう努めること｡ 

北海道旅客鉄道 

株 式 会 社 

市 内 各 駅  

1 災害時における鉄道輸送の確保を行うこと。 

2 災害時における救援物資の緊急輸送等応急対策に協力すること｡ 

日 本 通 運  

株 式 会 社  

稚 内 支 店  

1 災害時における道路輸送の協力を行うこと。 

2 災害時における救援物資の緊急輸送等につき関係機関の支援を行うこ

と。 

日本赤十字社 

北海道支部  

稚内市地区  

1 災害時における医療､助産その他の救助業務の連絡調整に関すること｡ 

2 防災ボランティアの行う救助活動の連絡調整を行うこと｡ 

3 災害義援金品の受け取りに関すること｡ 

4 アマチュア無線による災害情報の収集と伝達を行うこと｡ 
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区分 機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

指
定
地
方
公
共
機
関 

一般社団法人 

宗谷医師会  

1  災害時における医療関係機関との連絡調整及び応急医療助産その他救助

の実施に関すること｡ 

一般社団法人 

稚内歯科医師

会 

1  災害時における歯科医療の実施に関すること。 

一般社団法人 

旭 川 地 区  

トラック協会 

稚 内 支 部  

1  災害時における救援物資、災害応急対策資材等の緊急輸送等について関

係機関の支援を行うこと。 

公
共
的
団
体
及
び
防
災
上
重
要
な
施
設
の
管
理
者

 

農業共同組合 

漁業協同組合 

森 林 組 合  

1 共同利用施設の災害応急対策及び災害復旧対策を行うこと｡ 

2 被災組合員に対する融資及びそのあっせんを図ること｡ 

3 共済金支払手続を行うこと｡ 

稚内商工会議

所 

1 災害時における商工業者の経営指導及び復旧資金のあっせんに関するこ

と｡ 

2 災害時における物価の安定について協力すること｡ 

3 災害時における救助用物資及び復旧資材の確保について協力すること｡ 

危険物関係施

設の管理者 
1  災害時における危険物の保安に関する措置を行うこと。 

稚内漁業無線

局 

1 漁船に対する気象情報の通報に関すること｡ 

2 災害時における漁船との通信に関すること｡ 

日本水難救済

会 

稚内・宗谷  

救 難 所 

1 沿岸海域における海難救助に関すること｡ 

2 港湾等防災対策の協力に関すること｡ 

株 式 会 社  

エ フ エ ム  

わっかない  

1 気象予警報、被害状況等に関する報道を実施し､防災広報に関する業務を

行うこと。 

2 市災害対策本部の要請に基づき緊急放送を行うこと｡ 
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第二節 市民、自主防災組織及び事業所の責務 

市民及び事業所は、平常時から災害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らの身の安全

を守るよう行動することが重要である。特に、いつどこでも起こり得る災害による人的被害、経済被

害を軽減する減災のための備えを、より一層充実する必要があり、その実践を促進する市民運動を展

開することが必要である。 

1 市民の責務 

市民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に立ち、平常時から、防災に関す

る知識の習得や食品、飲料水をはじめとする生活必需物資の備蓄など、自ら災害に対する備えを

行うこととする。また防災訓練など自発的な防災活動への参加や災害教訓の伝承に努めるものと

する。 

災害時には、まず、自らの身の安全を守るよう行動した上で、近隣の負傷者や避難行動要支援

者への支援、避難所における自主的活動、道、市及び防災関係機関が実施する防災活動への協力

など、地域における被害の拡大防止や軽減への寄与に努めるものとする。 

(1) 平常時の備え 

ア 避難の方法（避難路、指定緊急避難場所等）及び家族との連絡方法の確認 

イ 非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、自動車へのこまめな満タ

ン給油及び自宅等の暖房・給油用燃料の確保、「最低３日間、推奨 1週間」分の食料、飲

料水、携帯トイレ、トイレットペーパー等の備蓄 

ウ 家屋の耐震化の推進 

エ 隣近所との相互協力関係の構築 

オ 災害危険区域等、地域における災害の危険性の把握 

カ 防災訓練、研修会等への積極的参加による防災知識、応急救護技術等の習得 

キ 町内会等における要配慮者への配慮 

ク 自主防災組織の結成による訓練の実施 

(2) 災害時の対策 

ア 地域における被災状況の把握 

イ 近隣の負傷者や避難行動要支援者に対する救助・支援 

ウ 初期消火活動等の応急対策 

エ 避難所での自主的活動や住民が主体となった避難所運営体制の構築 

オ 防災関係機関の活動への協力 

カ 自主防災組織の活動 

(3) 災害緊急事態の布告があったときの協力 

非常災害が発生し、かつ、当該災害が国の経済及び公共の福祉に重大な影響を及ぼすべき

異常かつ激甚なものである場合において、基本法第 105条に基づく災害緊急事態の布告が発

せられ、内閣総理大臣から社会的・経済的混乱を抑制するため、生活必需品等国民生活との

関連性が高い物資や燃料等国民経済上重要な物資をみだりに購入しないこと等の協力を求め

られた場合は、市民はこれに応ずるよう努めるものとする。 
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2 事業所の責務 

災害応急対策や災害復旧に必要となる、食料、飲料水、生活必需品等の物資・資材又は役務の

供給・提供に関する者をはじめとする各事業者は、日常的に災害の発生に備える意識を高め、自

ら防災対策を実施するとともに、稚内市、道、防災関係機関及び自主防災組織等が行う防災対策

に協力しなければならない。 

このため、従業員や施設利用者の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域への貢献・地

域との共生等、災害時に果たす役割を十分に認識し、各事業者において災害時に業務を継続する

ための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するとともに、防災体制の整備や防災訓練の実施、取引先

とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなどの取組を通じて、防

災活動の推進に努めるものとする。 

(1) 平常時の備え 

ア 災害時行動マニュアルの作成及び事業継続計画（ＢＣＰ）の策定・運用 

イ 防災体制の整備 

ウ 事業所の耐震化の促進 

エ 予想被害からの復旧計画策定 

オ 防災訓練の実施及び従業員等に対する防災教育の実施 

カ 燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応 

キ 取引先とのサプライチェーンの確保 

(2) 災害時の対策 

ア 事業所の被災状況の把握 

イ 従業員及び施設利用者への災害情報の提供 

ウ 施設利用者の避難誘導 

エ 従業員及び施設利用者の救助 

オ 初期消火活動等の応急対策 

カ 事業の継続又は早期再開・復旧 

キ ボランティア活動への支援等、地域への貢献 

3 市民及び事業者による地区内の防災活動の推進 

(1) 市内の一定の地区内の居住者及び同じ地区に事業所を有する事業者（以下、「地区居住者

等」という。）は、当該地区における防災力の向上を図るため、協働により、防災訓練の実施、

物資等の備蓄、避難行動要支援者の避難支援体制の構築等の自発的な防災活動の推進に努め

るものとする。 

(2) 地区居住者等は、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成

し、地区防災計画の素案として市防災会議に提案するなど、稚内市との連携に努めるものとす

る。 
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(3) 市防災会議は、地区防災計画の提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえ

て地域防災計画に地区防災計画を定める必要性について判断し、必要があると認めるとき

は、地域防災計画の中に地区防災計画を定める。 

(4) 市は、自主防災組織の育成、強化を図るとともに、市民一人一人が自ら行う防災活動の促

進により、地域社会の防災体制の充実を図るものとする。
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第四章 稚内市の地勢、気象及び災害の概要 

第一節 自然条件 

第一項 位置及び面積 

 日本最北端に位置する本市は、西は日本海、北は宗谷海峡、東はオホーツク海に面し、陸は南西

部に豊富町、南東部は猿払村と境界を接している。 

 本市の極西は日本海側で東経 141 度 34 分 06 秒、極東はオホーツク海側で東経 142 度 03 分 13 秒、

極南は豊富町との境界で北緯 45 度 10 分 09 秒、極北は宗谷岬沖合の弁天島で北緯 45度 31 分 35 秒で

あるが、陸域の北端は宗谷岬で北緯 45度 31 分 22秒に位置する。これらの各極限は南北およそ

39km、東西およそ 38km でほぼ方形の枠に収まる広さで、面積は 761.47 ㎢（国土地理院 全国都道府

県市区町村別面積調 令和元年 7月 1日現在）で北海道総面積の約 1％、宗谷地方全面積の約 16％に相

当する。 

 

第二項 地勢 

本市の地勢は、ほぼ南北に縦走する 2本の脊梁をなす丘陵性山地と、これらの中間と両翼に発達

する低地帯からなっており、特に東側の山地帯は南下するに従って若干その高さと幅を増す。 

 東方の脊梁山地は、宗谷丘陵と呼ばれ、幌延町方面から北走して市街地に入る。この丘陵はおお

むね 200m 以下でやや起伏にとんでおり、その最高点は増幌川支流のイチャンナイ川上流にあって、

標高 231.9m である。 

西側にある脊梁丘陵は、ノシャップ岬にはじまり南走して豊富町に連なり、高さはおおむね 80m

以下であるが、坂の下からクサンルを結ぶ線からノシャップ岬に至る間は、やや高くなっている。 

 西側丘陵帯と日本海との間の低地帯は、砂丘と湿地からなっており、オネトマナイ川下流には、

無数の沼沢地が存する。この丘陵を源にして、南からオネトマナイ川、勇知川、クトネベツ川があ

り、川幅 10m 以下の流域を伴う。 

 

第三項 地形、地質 

泥炭層が発達する原野と白亜紀から第四紀にいたる堆積岩がつくる緩起伏の丘陵からなってい

る。この丘陵地形、特に宗谷岬周辺では地中の水分が凍結や融解を繰り返すこと（凍結融解作用）

によって形成された周氷河地形と呼ばれている。 

 泥炭層が発達する原野は稚内市街地の南東側に広がる幕別平野をなし、丘陵から流下する小河川

の下流部には小規模な低湿地が発達している。 

白亜紀・古第三紀・新第三紀そして第四紀にいたる堆積岩類が所々に軽微な不整合を挟みながら

重なり、ほぼ南北方向の軸を持つ褶曲構造をなして分布している。堆積岩類は、概ね海成層で、砂

岩や泥岩、チャート等からなり、凝灰岩や火山岩は殆ど伴われない。基本的には背斜部は上昇して

丘陵になり、向斜部は沈降して原野となっている硬質泥岩及び砂質頁岩等から構成され、脆弱な地

質である。  
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第四項 気象 

当地域は、宗谷海峡に面しているため海洋からの影響を受け、冬期は内陸部に比べ、比較的温暖

である。積雪期間は 11月上旬から 4月中旬である。また、1月下旬から 2月にかけ流氷がオホーツ

ク海から宗谷海峡に流入し、その一部が接岸することがある。 

 年平均気温の平年値は 6.8℃であり、夏期（7～8月）の最高気温の平均は 21℃程度であるが、そ

の極値は 31.3℃である。冬期(1～2月)の最低気温の平均は－7℃程度であるが、その極値は－

19.4℃である。 

年間降水量の平年値は、1062.7mm、北海道内では平均より少ない量である。最も降水量の多かっ

た年は 1962 年(昭和 37年)の 1753.7mm、日最大降水量は 2016 年(平成 28 年)9 月 6 日の 192.0mm、

日最大 1時間降水量は 1938 年（昭和 13年）9月 1日の 64.0mm、最も降水量の少なかった年は 2019

年(令和元年)の 749.0mm である。 

 稚内市は、海岸に面しており内陸地方に比較して風が強い。年平均風速の平年値は、4.5m/s であ

り、日最大風速が 10m/s 以上の日は年間 83.8 日ある。風向は、春から夏にかけては南南西の風、秋

は西南西から西の風、冬は西風が多い。過去における日最大瞬間風速は、1995 年（平成 7年）11 月

8 日の 44.9m/s である。 

 10 月下旬には初雪を見るが、長期積雪（根雪）となるのは平年では 11月下旬で翌年の 4月上旬ま

で続く。積雪の最も多くなるのは 2月下旬から 3月初めにかけてである。日最深積雪の平年値は

81cm である。また、過去の最深積雪は 1970 年（昭和 45年）2月 9日の 199cm である。 

 なお、年平均気温・最高気温・最低気温、年間降水量、年平均風速値、日最深積雪の平年値につ

いては、1981 年～2010 年の観測値によるものである。 

月別の平均気温、平均降水量、雨温図 （統計期間：1981～2010 気象庁より） 
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第二節 社会条件 

第一項 地区の特徴 

稚内市は、都市施設の集中する中央地区や海岸沿いに連担する集落が並び、国道 40号沿い、238

号沿いのほか、道道 121 号と道道 138 号が稚内市を東西南北とつなぐように結節する沼川地区など

に集落がある。海岸線に連なる、小規模な地区群に比べ内陸部では一つあたりの地区が大きくなっ

ている。 

 

市 内 

中央、開運、宝来、恵比須、ノシャップ、富士見、西浜、港、新港町、

大黒、末広、新末広町、潮見、緑、こまどり、栄、萩見、富岡、朝日、

若葉台、新光町、はまなす、声問 

（旧宗谷村） 増幌、富磯、宗谷、清浜、宗谷岬、珊内、豊岩、峰岡、東浦 

（旧声問村） 
恵北、樺岡、沼川、曲渕、川西、川南、開進、上豊別、下豊別、上声

問、更喜苫内、天興、曙、メクマ 

（旧抜海村） 
上ユーチ、ユーチ、ユークル、オネトマナイ、エサシオマナイ、バツカ

イ、メメナイ、クトネベツ 

 

 

第二項 公共施設の分布 

 本市は、旭川以北最大の都市であることから、海上保安部、自衛隊、税務署、裁判所、区検察庁

などの国の機関や宗谷総合振興局が置かれている。 

1 稚内市の公共施設 

 

区   分 名         称 住  所 

行政施設 

稚内市役所本庁舎 中央 3丁目 

稚内市役所宗谷支所 宗谷 

稚内市役所沼川支所 沼川 

稚内地区消防事務組合消防本部 港 5 丁目 

保健・医療・健康増

進施設 

市立稚内病院 中央 4丁目 

市立稚内こまどり病院 こまどり 2丁目 

稚内市保健福祉センター 中央 4丁目 

稚内市早期療育通園センター 中央 4丁目 

稚内市健康増進センター童夢 富士見 4丁目 
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区   分 名         称 住  所 

水産・港湾施設 

稚内市地方卸売市場 新港 1丁目 

稚内市日ロ友好会館 末広 3丁目 

稚内市ポートサービスセンター 開運 2 丁目 

稚内港国際旅客ターミナル 開運 2 丁目 

水族館 ノシャップ寒流水族館 ノシャップ 2丁目 

科学館 稚内市青少年科学館 ノシャップ 2丁目 

観光施設 

稚内市観光案内所 中央 3丁目 

ゲストハウス氷雪 稚内公園内 

ゲストハウス トナカイ 空港公園内 

ゲストハウス アルメリア 宗谷岬 

大沼バードハウス 声問 

こうほねの家 浜勇知 

動物ふれあいランド 空港公園内 

北の桜守パーク 空港公園内 

水道・衛生施設 

稚内市北辰ダム 上声問 

萩ヶ丘浄水場 富岡 5丁目 

終末処理場 末広 3丁目 

稚内市リサイクルセンター 若葉台 

稚内市バイオエネルギーセンター 新光町 

稚内市一般廃棄物最終処分場 新光町 

稚内聖苑（火葬場） サラキトマナイ 

農業施設 稚内市大規模草地 樺岡 

勤労者施設 稚内市総合勤労者会館 大黒 3丁目 

地域活動・コミュニティ施設 

稚内市地域交流センター 中央 3丁目 

稚内市立港ふれあいセンター 港 3 丁目 

宝来地区活動拠点センター 宝来 4 丁目 

東地区活動拠点センター 潮見 3丁目 

富岡・はまなす地区活動拠点センター 富岡 5 丁目 

南地区活動拠点センター 緑 2丁目 

富士見コミュニティセンター 富士見 5 丁目 

北コミュニティセンター 恵比須 4 丁目 

声問コミュニティセンター 声問 3 丁目 

沼川コミュニティセンター 沼川 
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区   分 名         称 住  所 

地域活動・コミュニティ施設 
増幌コミュニティセンター 増幌 

宗谷岬コミュニティセンター 宗谷岬 

図書館 市立図書館 大黒 4 丁目 

消費者施設 消費者センター 中央 4丁目 

給食施設 学校給食センター 潮見 5丁目 

児童施設 

東児童館 潮見 3丁目 

南児童館 緑 2丁目 

富岡児童センター 富岡 5丁目 

中央児童館 宝来 4丁目 

中央学童保育所 宝来 4丁目 

緑学童保育所 緑 2丁目 

富岡学童保育所 富岡 4丁目 

東学童保育所 潮見 3丁目 

ファミリーサポートセンター 中央 3 丁目 

文化施設 
総合文化センター 中央 3丁目 

開基百年記念塔 稚内公園内 

社会教育施設 

少年自然の家 富士見 4 丁目 

青少年会館 恵比須 2 丁目 

生涯学習総合支援センター 富岡 1 丁目 

体育施設 

総合体育館 富士見 4 丁目 

市体育館 宝来 4丁目 

緑体育館 緑 2丁目 

みどりスポーツパーク 緑 3丁目 

勤労青少年体育センター 大黒 3丁目 

大沼球場 声問 

市営球場 緑 4丁目 

若葉球場 若葉台 1 丁目 

若葉球技場 若葉台１丁目 

ソフトボール場 ノシャップ 2丁目 

こまどりスキー場 こまどり 4丁目 

こまどりパークゴルフ場 こまどり 4丁目 

ノシャップ公園パークゴルフ場 ノシャップ 2 丁目 
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区   分 名         称 住  所 

体育施設 

富士見球技場 富士見 4丁目 

緑庭球場 緑 3丁目 

宝来庭球場 宝来 4丁目 

温水プール水夢館 開運 1丁目 

 

 

2 その他行政機関等 

(1)国の機関 

分    類 名        称 

裁判所 

旭川地方裁判所稚内支部 

旭川家庭裁判所稚内支部 

稚内簡易裁判所 

法務省 

旭川地方法務局稚内支局 

旭川保護観察所稚内駐在官事務所 

札幌入国管理局稚内港出張所 

旭川地方検察庁稚内支部・稚内区検察庁 

財務省 
函館税関稚内税関支署 

国税庁札幌国税局稚内税務署 

厚生労働省 

北海道労働局稚内労働基準監督署 

北海道労働局稚内公共職業安定所 

小樽検疫所稚内出張所 

農林水産省 
北海道農政事務所旭川地域センター稚内支所 

林野庁北海道森林管理局宗谷森林管理署 

国土交通省 

北海道運輸局旭川運輸支局稚内庁舎 

北海道開発局稚内開発建設部 

東京航空局稚内空港事務所 

海上保安庁第一管区海上保安本部稚内海上保安部 

気象庁札幌管区気象台 

稚内地方気象台 

環境省 北海道地方環境事務所稚内自然保護官事務所 

防衛省 

航空自衛隊稚内分屯基地 

陸上自衛隊稚内分屯地 

海上自衛隊稚内基地分遣隊 
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(2)道の機関 

分    類 名        称 

振興局 宗谷総合振興局 

警察署 稚内警察署 

水産試験場 北海道立稚内水産試験場 

教育局 宗谷教育局 

 

第三項 災害履歴 

災害履歴は、資料編「資料 45」のとおりである。 

火災の発生件数及び焼失面積は年により増減があるものの、減少傾向にある。地震については、

従来当地域は地震活動が少ない地帯とされているが、1971 年(昭和 46 年）9 月 6日サハリン西方沖

を震源地としたマグニチュード 6.9 の地震が起こり、更に数回の余震が続いた。なお、稚内市周辺

における地震の発生状況については、「地震・津波対策編 第一章 第一節 第一項 稚内市周辺

における地震の発生状況」のとおりである。

 


